様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022年　3月　8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とらんすこすもす
一般事業主の氏名又は名称 トランス・コスモス株式会社
（ふりがな）おくだ まさたか
                              （法人の場合）代表者の氏名　奥田 昌孝　　印
住所　〒150-0011　東京都渋谷区東１丁目２番２０号

法人番号　3011001041302　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①コーポレートビジョン、②統合報告書

	公表日
	①2017年1月1日、②2021年12月15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①当社ホームページ：コーポレートビジョン
https://www.trans-cosmos.co.jp/company/information/vision.html
②統合報告書2021：P21 新たな挑戦
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2021/inte20211215.pdf


	記載内容抜粋
	・事業の原点“people&technology” 
トランスコスモスは創業以来、優れた「人」と最新の「技術」を融合することで付加価値の高いサービスを提供してきました。トランスコスモスの事業の原点は、人と技術を「仕組み」で融合することで、価値の高いサービスの提供を実現することです。「people」はきめ細やかな対応ができる専門性の高い人材を、「technology」はお客様に価値を提供できる全世界の最先端な技術を意味します。「人と技術」を組み合わせて最も適したビジネスプロセスを作り出すというこの創業の原点を、今も将来も磨き続けていきます。（公表①）

・中期的な目指す姿として2017年から掲げている“Global Digital Transformation Partner”
デジタル技術の進展に伴い、企業と消費者との接点が多様化し、消費者の影響力が強くなっています。また最先端のデジタル技術を軸にした新しいプレイヤーが出現し、業界の垣根が曖昧になっています。トランスコスモスは、このような事業環境の変化に対応し、お客様企業の変革を支援するため、デジタル技術を活用した新しいサービスを提供してまいります。
一つは、多様化する企業と消費者の接点を、マーケティング、セールス、サポートの境目を無くすことで、顧客体験の向上を支援するサービスです。長年培った消費者とのコミュニケーションのノウハウとデジタル技術、グローバルなサービスネットワークを融合し、顧客ロイヤルティの向上や売上・利益の拡大を共に推し進めていける唯一無二のパートナーとして認めていただけるよう、切磋琢磨してまいります。もう一つは、市場や消費者のデジタル化に対応するように、お客様企業内の業務プロセスのデジタル化を支援するサービスです。デジタル技術による自動化や、デジタル・プラットフォームの活用により、シンプルなビジネスプロセスをお客様企業と共創し、その運用を支援してまいります。（公表①）

・直近のデジタル技術を活用した既存事業の深化と新しいビジネスの創出の取組
Webインテグレーションをはじめとした顧客対応の豊富なノウハウを活かしたDX推進本部の取り組みや、デジタル技術を活用したお客様企業のコスト最適化・売上拡大の実現、建設業界全体のデジタル化推進事例、サービス全体をプラットフォーム化することで収益構造を改善するAI-OCR事業などは、直接収益に貢献するビジネスモデルとして今後さらに注力していくものです。（公表②）


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	コーポレートビジョンは、取締役会にて承認されています。また統合報告書は、取締役会で承認を受けた内容をもとに作成されており、取締役会で内容を報告しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①統合報告書、②・③プレスリリース

	公表日
	①2021年12月15日、②2018年12月12日、③2020年5月22日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①統合報告書2021：P16～47
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2021/inte20211215.pdf
②2018年12月12日 プレスリリース
https://www.trans-cosmos.co.jp/company/news/181212.html
③2020年5月22日 プレスリリース
https://www.trans-cosmos.co.jp/company/news/200522.html


	記載内容抜粋
	以下を戦略の要点としています。（公表① 統合報告書P20～29 社会インフラを支えるDX企業としての取り組み）

１．DX実現の事例を積上げる
ターゲットとする顧客やサービスを各事業の事業計画上で明確にし、顧客に提案できる事例・実績の積み上げに取り組んでいく
・最新の手法・テクノロジーの取入（ノンボイス/AI-OCR/Celonisなど）
・業界DXの本流における取り組み（toBIMなど）

２．顧客体験価値向上のためのイノベーションの土台となる社内での取り組み等、横展開を加速させるための技術・組織インフラのケイパビリティを引き上げる
・IT開発能力の底上げ
・サイバーセキュリティ基準作成
・レガシーシステムのリフレッシュ


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書およびプレスリリースは、取締役会で承認を受けた内容をもとに作成されており、取締役会で内容を報告しています。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2021
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2021/inte20211215.pdf
①P19 社長メッセージ
②P30～31 多様な業界のDXを広げる
③P35 高い専門性を持つプロフェッショナル人材の育成


	記載内容抜粋
	・DX推進していくための組織体制を整備（公表①）
当社グループでは、よりスピード感をもってサービスを提供していくために、顧客との事例化を中心にDXを推進する専門組織、事業開発に専従し全社の取組状況の把握や海外をはじめとしたIT/DX動向を収集分析する組織、社内インフラのDXやサイバーセキュリティ対策を主導する組織など、DX推進に向けた組織体制を強化しています。

・グループとしてのDX推進（公表②）
高い動画配信技術を持つ株式会社Jストリーム、建築業界DXをリードする応用技術株式会社、小売・店舗DXを推進するグランドデザイン株式会社、スポーツ・エンタメ業界のDXを推進するplayground株式会社など、高い専門性・技術力を持つグループ会社との連携・シナジー創出により、多様な業界のDXを推進しています。

・IT/DX人材の育成（公表③）
AIデータ活用（スペシャリスト）人財の育成などお客様企業のニーズに合わせて最適なITソリューションを提供していくためのIT/DX人材の育成プログラムの充実を図っています。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①統合報告書2021
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2021/inte20211215.pdf
①-1 P19 社長メッセージ
①-2 P47 新型コロナウイルス感染症に関する取り組み

②2018年12月12日 プレスリリース
https://www.trans-cosmos.co.jp/company/news/181212.html

③2020年5月22日 プレスリリース
https://www.trans-cosmos.co.jp/company/news/200522.html


	記載内容抜粋
	・自社のDX化推進に向けたオフィス・センター等のファシリティの最適化を推進（公表①-1）
事業の高収益化に向けては、当社グループ自体がDXを推進し、効率性の高い働き方を実現していく必要があります。そのために必要なIT投資は積極的に実施します。従業員エンゲージメント向上とコスト最適化の観点からファシリティのあり方を見直していきます。その第一歩として、池袋第二本社と渋谷ファーストタワーの活用を念頭に、2021年9月に本社機能を移転しました。

・ITを活用してスムーズなテレワーク体制へのシフトを実現（公表①-2）
新型コロナウイルス感染拡大防止に向け、可及的速やかなテレワーク体制に移行するため、ITを活用し、「リモートアクセスツールを活用し、新たにセキュアな在宅勤務環境を整備」、「チャットを活用し、在宅でも円滑なコミュニケーションを図れる手段を整備」、「ソフトフォンの導入により、自宅でも自席あての電話が受電可能な体制を整備」などの施策を実施しました。これにより、在宅勤務化が加速し、部門によっては在宅勤務率90%～100%となるなど、在宅勤務体制へのシフトが進みました。

・センター業務の基幹システムのクラウド化とデジタル技術活用
クラウド型コンタクトセンター「Amazon Connect（アマゾン コネクト）」を活用した新サービスを開発しました。音声認識IVRや会話ボットなど AWS のAI機能を統合した次世代コンタクトセンターサービスの提供を本日より開始します。（公表②）
AWSのクラウド型コンタクトセンターサービスとAI対話サービスを連携し従来よりも素早く低コストでスタートできる 「音声AIによる自動応答サービス」を提供開始しました。（公表③）




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書

	公表日
	2021年12月15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書2021
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2021/inte20211215.pdf
①P4～5 トランスコスモス at a Glance
②P50～51 財務レビュー（連結）
[bookmark: _GoBack]③P17 社長メッセージ（社会インフラを担う企業としての取り組み）


	記載内容抜粋
	・当社は、Global Digital Transformation Partnerを目指す姿として掲げており、お客様企業のDX支援を通じて継続的な事業成長を実現していくことから戦略の達成状況は、売上高成長率、営業利益率、顧客との取引年数などを指標としています。（公表①・②）

・コンタクトセンターサービスのDX化として在宅コンタクトセンターを推進しており、その規模（席数）を指標としています。（公表③）




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年12月15日

	発信方法
	統合報告書

	発信内容
	・統合報告書2021：P18～19 社長メッセージ
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2021/inte20211215.pdf
2021年4月、デジタルマーケティング・ECワンストップ・コンタクトセンター（DEC）のサービス連携をさらに強化し、複数チャネルによる総合サービス提供の推進を目指してDX推進本部を新設しました。

　DX企業として様々な施策を通じ、当社グループでは、よりスピード感を持ってお客様企業にサービスを提供していきます。そのために、顧客との事例化を中心にDXを推進する専門組織、事業開発に専従し全社の取組状況の把握や海外をはじめとしたIT/DX動向を収集分析する組織、社内インフラのDXやサイバーセキュリティ対策を主導する組織など、DX推進に向けた組織体制を強化しています。我々の考えるDXや最新の取り組みについては、「統合報告書2021 P20～29：DX社会インフラを支えるDX企業としての取り組み」にてご紹介いたしますが、ますますデジタル化、グローバル化する現代社会において、当社グループはGlobal Digital Transformation Partnerとしてお客様企業のDXを支援しお客様企業のトップライン成長・コストや機能の最適化に貢献してまいります。

・統合報告書2021：P20～29 DX社会インフラを支えるDX企業としての取り組み
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2021/inte20211215.pdf




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年10月頃　～　2021年11月頃

	実施内容
	DX推進指標の自己診断により、課題を把握しています。
（DX推進指標自己診断結果を記入したものを添付書類として提出）




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	通年

	実施内容
	当社では戦略的にセキュリティ対策を行う事を目的として、アメリカ国立標準技術研究所（NIST）のサイバーセキュリティフレームワーク（CSF）を参考に、独自でサイバーセキュリティ基準（以下、セキュリティ基準）を設定しています。このセキュリティ基準は当社が提供するシステムに応じたセキュリティ水準がそれぞれ設定され、各システムを診断・評価することでセキュリティ基準への適合状況を確認し、セキュリティ対策の追加や是正を行います。セキュリティ基準は定期的に見直され、高度化していくサイバー攻撃に対応していきます。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

